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公　共　高　第1　0　号
平成17年　4月　1日

公立学校共済組合高知支部長
（公　印　省　略）

公立学校共済組合貸付規程の一部改正等について（通知）

標記のことについて、別添のとおり平成17年3月29日付けで公立学校共済

組合貸付規程の一部が改正されましたので通知します。

なお、改正の主な内容は下記のとおりです。

言己

○　改正の主な内容

1．前回（平成16年6月29日）の一部改正に伴う規程整備

2．激甚災害により、理事長が指定する地域において擢災した場合に貸し

付ける住宅災害貸付けの猶予制度の改正

※　理事長が指定する地域・・・

災害救助法が適用された市町村の区域又は市町村の区域内にある家
屋で滅失したものの戸数が100以上若しくは市町村の区域内にあ
る家屋の戸数の1割以上である被害が発生した市町村の区域

（猶予制度の改正内容）

．改 正 前 改 正 後

猶　 予　 期　 間 2 年 3 年

猶予金 の内訳 償還金 全額 元 金のみ
※　 元利金を猶予 ※　 利息のみ償達する

猶予金 の返済 猶 予終 了後倍返 し 通常 の償達

3．実　施　日

平成17年4月1日



（別　添）

公本保第2　9　0の9号

平成17年3月　2　9　日

公立学校共済組合

理事長　工藤　　智規

（公印省略）

公立学校共済組合各支部長　殿

公立学校共済組合貸付規程の一部改正等について（通知）

標記のことについて、公立学校共済組合貸付規程を別添1のとおり改

正し、事務取扱いを別添2のとおり定めましたので、通知します。

担　当　保健部厚生課貸付係　成田・早苗

TEL O3－5259－5802

FAX O3－5259－5868
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公立学校共済組合貸付規程の一部改正について

公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日制定）の一部を次のように改

正する。

平成17年3月29日

公立学校共済組合理事長　工　藤　智　規

ヽ■■＿
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第5条第3項中「貸付金」を「一般貸付けの貸付金」に改める。

第8条第7項中「貸付けは」を「貸付けについては」に、「、貸付け」を「、当

該額を超える額の貸付け」に改める。

第15条の4第3号中「麗16条第7項」を「次条第9項」に改める。

第16条中第10項を第12項とし、同条第9項中「第2項又は第5項」を「第

2項及び第5項」に、「第8項の規定による償還後の毎月償還」を「第10項の規

定による繰上償遵後の毎月償還」に改め、同項を同条第11項とし、同条第8項

中「（以下「繰上償還」という。）」を「（次項及び第19条において「繰上償還」

という。）」に改め∴同項を同条第10項とし、同条第7項中「及び前項」を「、

第6項及び前項」に改め、同項を同条第9項とし、同条第6項の次に次の2項を

加える。

7　激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37年法律

第150号）第2条第1項に規定する政令で指定された激甚災害により、理事

長が指定する地域において、組合員が自己の用に供している住宅若しくは・住宅

の敷地が5分の1以上又はこれと同程度の損害を受けた場合に貸し付ける住宅

災害貸付けにあっては、借受人が毎月償還又はボーナス併用償還の元金の償還

の猶予を希望する旨の申出をした場合は、第1項及び第3項の規定にかかわら

ず、第2項に規定する借受人の希望する償還回数に係る期間の範囲外において



3年を限度として元金の償還を猶予することができる。この場合における当該

元金の償還を猶予した期間（次項において「元金猶予期間」という。）に係る利

率は、第．9条第1項及び第2項の規定にかかわらず、期間1月につき0．21

25パーセントとする。

8　前項の規定により元金の償還を猶予された借受人は、元金猶予期間に係る利

息について、当惑貸付金を交付した日の属する月の翌月から毎月償還しなけれ

ばならない。

附則第4項から附則第7項までを削り、附則第8項中「附則第4項」を「第1

6条第7項」に、「前々月の末日」を「前々月の末日（この項において「基準日」

という。）」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、基準日における財政融資資金利率が年3．75パーセントを超える

・場合の貸付金の利率は、第9条第1項及び第2項並びに第16条第7項に規定

する利率とする。

附則第8項を附則第4項とし、附則第9項を附則第5項とする。

附則別表中「（附則第8項関係）」を「（附則第4項関係）」に、「指定期間中の激

甚災害による」を「第16条第7項に規定する元金猶予期間中の」に改める。

様式第3号（1）中記の1を次のように改める。

1　利息は月利とし、利率は0．355パーセント（住宅災害貸付け及び災害

貸付けにあっては、0．2958パーセント）とする。ただし、ボーナス償

還に係る利息は、6月を単位とし、利率は2．13パーセント（住宅災害貸

付け及び災害貸付けにあっては、1．7748パーセント）とする。

また、貸付規程第16条第7項に規定する元金猶予期間における利率は、

0．2125パーセントとする。

なお、特例期間における利率は、貸付規程附則第4項に定める利率とする。



様式第3号（4）中記の1を次のように改める。

1　利息は月利とし、利率は0，3333パーセントとする。ただし、ボーナ

ス償還に係る利息は、6月を単位とし、利率は1．9998パーセントとす

る。

また、貸付規程第16条第7項に規定する元金猶予期間における利率は、

0．2125パ⊥セントとする。

なお、特例期間における利率は、貸付規程附則第4項に定める利率とする。
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附　則

1この改正は、平成17年4月1日から実施する。ただし、第1、6条、附則、

様式第3号（1）及び様式第3号（4）の改正規定は、平成16年12月1日

（次項において「適用日」という。）から適用する。

2　改正後の公立学校共済組合貸付規程第16条及び附則の規定は、適用日以後

に貸し付ける貸付けについて適用し、適用目前に改正前の公立学校共済組合貸

付規程（次項において「旧規程」という。）附則第4項の規定により貸し付けた

激甚災害による住宅災害貸付けについては、なお従前の例による。

3　旧規程による様式第3号（1）及び様式第3号（4）の用紙は、当分の間、

これを補正して使用することができる。

4　前2項に定めるもののはか、この改正の実施に伴い必要な経過措置その他必

要な事項は、別に定める。



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表

改　正　後 現　　行

第1条～第4条　（略）

（貸付けの制限）

第5条　（略）

2　（略）

3　一般貸付けにあっては、既に借り受けている一般貸付けの貸付金を

交付した日の属する月の初日から起算して2年を経過する日までの

間貸付けを行うことができない。

4　（略）

第6条～第7条　（略）

（貸付限度額等）

第8条　（略）

2～6　（略）

7　第1項各号（第1号の2、第2号、第2号の2、第8号及び第9号

を除く。）に掲げる貸付けについては、 当該貸付けの未償遼元金の合

計額が700万円を超えるときは、当該額を超える額の貸付けを行わ

ない二

第9粂～第15条の3　（略）

（借受人に係る報告）

第15条の4　（略）

第1条～第4条　（略）

（貸付けの制限）

第5条　（略）

2　（略）

3　一般貸付けにあっては、既に借り受けている室生全を交付した目の

属する月の初日から起算して2年を経過する日までの問貸付けを行う

ことができない。

4　（略）

第6条～第7条　（略）

（貸付限度額等）

第8条　（略）

2～6　（略）

7　第1項各号（第1号の2、第2号、第2号の2、第8号及び第9号

を除く。）に掲げる貸付けは、当該貸付けの未償還元金の合計額が

700万円を超えるときは、貸付けを行わない。

第9条～第15条の3　（略）

（借受人に係る報告）

第15条の4　（略）



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表

改　正　後 現　　行

（1）・（2）（略）

（3）次条第9項又は第18条の規定により未償還元利金を償還し

たとき。

（償還）

第16条　（略）

2～6　（略）

激甚災害に対処するため に関する法律（昭和3

ヱ生堕建襲＿1∴巨旦写）贋2条第＿1＿項に規定する政令で指定された塑茎

数主生運動建堅日通塑虹遵注し塾建澄鮎塑週i三重

立二【吏長生筆墨ki堪住宅り敷地が＿5分の1以上又はこれと同程塵

些適量を受けた場合に貸し付ける住宅災害貸付けにあっては、借受人

型垂月償還耳は単二ナス併用償還の元金＿り償還中腰予を希望す阜巨

旦敷地＿＿鼻事項盈逆襲3項の規定に狸かわうず㌧筆旦項

拉選定する贋受入の希望する償還回数＿に係る難問の軍周外において

旦里を凰室と麺†でき冬至＿＿＿＿；の場令に革

吐蜘噂選を猶予した期間（次項において＿＿＿「元金準車型型

という。）に係る利率逆上一層9条第1項及び第2項の規定にかかわら

ず、期間1月につき0 2125パーセントとする。

旦　並製馳建旦猶予された借受人鱒、元金猶予期間

庄屋卓型畳屋⊇＿吏＿＿澤、当該貸付金を交付し考日の属すろ月の翌月か与

毎月償還しなければならない。

旦　借受人は、第1項、第3項、第6項及び前項の規定にかかわらず、

未償還元利金の全部又は一部を繰り上げて償還することができる。

迎　前項の規定による償還」速項及び第19条において「繰上償還」

（1）・（2）（略）

（3）第16条第7項又は第1

したとき。

（償還）

第16条　（略）

2～6　（略）

8条の規定により未償還元利金を償還

ヱ　借受人は、第1項、第3項及び前項の規定にかかわらず、未償還元

利金の全部又は一部を繰り上げて償還することができる。

旦　前項の規定による償還（以下「曜土償還」という。）のうち、未償還



公立学校共済組合貸付規程め一部改正　新旧対腰表

改　正　後

という。）

現　　行

のうち、未償還元利金の一部を繰り上げて償還する場合の

償還額は、次の各号に掲げる償還に応じ、当該各号に掲げる金額以上

の額とする。この場合において、ボーナス併用償還にあっては、当該

償還額の2分の1以上の額をボーナス償還に係る償還額としなけれ

ばならない。

（1）毎月償還10万円

（2）ボーナス併用償還　20万円

第2項及び第5項の規定は、 前項の規定による償還後の償還につ

いて準用する。この場合において、第2項中「同表の右楠に掲げる償

還回数」とあるのは「未償還回数」と、「貸付金の額」とあるのは「未

償還元金」と、第5項中「毎月償還の償還回数を6で除して得た回数」

とあるのは「第10項の規定による繰上償還後の毎月償還の未償還回

数を6で除して得た回数」と、「前項に規定する額」とあるのは「未

償還元金」と読み替えるものとする。

避　借受人は、前項の規定により償還回数を短縮するときは、毎月償

還に係る、1回当たりの償還額の合計額又はボーナス償還に係る1回

当たりの償還額の合計額がそれぞれ借受人の給料月額の10分の3

に相当する額又は10分の6に相当する額以内となる償還回数とし

なければならない。

第16条の2～第28条　（略）

附　則

1～3　略

元利金の一部を繰り上げて償還する場合の償還額は、次の各号に掲げ

る償還に応じ、当該各号に掲げる金額以上の額とする。この場合にお

いて、ボーナス併用償還にあっては、当該償還額の2分の1以上の額

をボーナス償還に係る償還額としなければならない。

（1）毎月償還　10万円

（2）ボーナス併用償還　20万円

第2項又は第5項の規定は、 前項の規定による償還後の償達につい

て準用する。この場合において、第2項中「同表の右欄に掲げる償還

回数」とあるのはし未償還回数」と、「貸付金の額」とあるのは「未償

還元金」と、第5項中「毎月償還の償還回数を6で除して得た回数」

とあるのは「第8項の規定による償還後の毎月償還の未償還回数を6

で除して得た回数」と、「前項に規定する額」とあるのは「未償還元金」

と読み替えるものとする。

土9　借受人は、前項の規定により償還回数を短縮するときは、毎月償還

に係る1回当たりの償還額の合計額又はボーナス償還に係る1回当た

りの償還額の合計額がそれぞれ借受人の給料月額の10分の3に相当

する額又は10分の6に相当する額以内となる償還回数としなければ

ならない。

第16条の2～第28条　（略）

附　則

1～3　略



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表

改　正　後 現　　行

4　激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和3

7年法律第150号）第2条第1項に規定する政令で指定された激甚

選豊」平成7年の兵庫県南部地震についての激甚災害の指定及びこれ

に対し適用すべき措置の指定に関する政令（平成7年政令第11号）

の施行の日以後に指定されたものに限る。）により、住宅金融公庫業務
一　一一　　　　　　　　　　　　　　　　‾‾‾‾‾■■　■‾‾‾‾　‾‾‾－‾‾　－　　　‾‾　　■■■■■■‾■■■■■■■■■　■■■　　■■　　　　　■　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一一　一　一一　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一一「．－．　‾　‾　　‾　　＿＿‾‾＿＿　■　　‾　‾　‾　▼‾　▼

方法書（昭和40年住公規程第19号）第3条の2第4項に規定する

塑越庄おいて、組合員が自己の用に供している住宅若しくは住宅の整

地が5分の1以上又はこれと同程度の損害を受けた場合に貸し付ける

住宅災害貸付け（以下「激甚災害による住宅災害貸付け」という。）旦

係る貸付金の利率は、当該貸付金を交付した目の属する月の翌月の初

日から24月を経過する日（以下「指定期間終了の日」という。⊥旦笠

の間（以下「指定期間」という。）第9条第1項の規定にかかわらず、

期間1月につき0．2125パーセントとする。

5　指定期間における激甚災害による住宅災害貸付けの貸付金に係る第

16粂第2項及び第5項の規定の適用については、同条第2項中「別

に定める」とあるのは「激甚災害による住宅災害貸付けにつき別に定

める」と、同条第5項中「別に定める」とあるのは「激甚災害による

住宅災害貸付けにつき別に定める」とする。

6　激甚災害による住宅災害貸柚王嬰豊里金堂遜る指定期間終了の坦選

における償還は、指定期間終了の即における当該貸付金に係る未償還

元金を指定期間終了の日の翌日に貸し付け、 同日における当該貸付金

に係る未償還回数で指定期間終了の日後に償還するものとみなして、

第16条の規定を適用して行うものとする。

7　激甚災害による住宅災害貸付けの借受人が償還の猶予を希望する旨



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表

改　正　後 現　　行

旦　平成7年10月1日から地方公務員等共済組合法施行規程（昭和3

7年総理府・文部省・自治省令第1号）附則第3条の2に規定する特

例期間が終了した日の属する月の翌月の末日までの間における高額

医療貸付け及び出産貸付け以外の貸付けに係る貸付金の利率は、第9

条第1項及び第2項並びに第16条第 7項の規定にかかわらず

貸付金に係る償還期限の日の属する月の前々月

て「基準日」という。）

当該

の末日（この頃におい

における附則別表に掲げる財政融資資金法（昭

和26年法律第100号）第7条第3項の規定により財務大臣が定め

る利率のうち預託期間が10年の預託金に係るもの（以下「財政融資

資金利率」という0）の区分に応じ、同表に定める利率とする。ただ

し、基準日における財政融資資金利率が年3．75／トセントを超え

る場合の貸付金の利率は、第9条第1項及び第2項並びに第16条第

7項に規定する利率とする。

旦　前項に親定する利率により第16条第2項及び第5項の規定を適

用する場合については、同条第2項中「別に定める賦金率表」とある

のは「附則別表に掲げる利率ごとに別に定める賦金率表（毎月償還）」

と、同条第5項中「別に定める賦金率表」とあるのは「附則別表に掲

げる利率ごとに別に定める賦金率表（ボーナス償還）」とする。

の申出をした場合は、第16条第6項の規定にかかわらず、当該貸付

けについて、指定期間の償還を猶予することができる。

旦　平成7年10月1日から地方公務員等共済組合法施行規程（昭和3

7年総理府・文部省・自治省令第1号）附則第3条の2に規定する特

例期間が終了した日の属する月の翌月の末日までの間における高額医

療貸付け及び出産貸付け以外の貸付けに係る貸付金の利率は、第9条

第1項及び第2項並びに坦旦j第4項の規定にかかわらず、当該貸付金

に係る償還期限の日の属する月の前々月の末 日における附則別表に掲

げる財政融資資金法（昭和26年法律第100号）第7条第3項の規

定により財務大臣が定める利率のうち預託期間が10年の預託金に係

るもの（以下「財政融資資金利率」という。）の区分に応じ、同表に

定める利率とする。

旦　前項に規定する利率により第16条第2項及び第5項の規定を適用

する場合については、同条第2項中「別に定める賦金率表」とあるの

は「附則別表に掲げる利率ごとに別に定める賦金率表（毎月償還）」と、

同条第5項中「別に定める賦金率表」とあるのは「附則別表に掲げる

利率ごとに別に定める賦金率表（ボーナス償還）」とする。



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表

改　 正　 後 現　　 行

附則別表 （附則第 4 頑関係） 附則別表 （附則第 8 項関係）

一般 ・特別 ・ 住宅災害及び　 介護構造部分　 第1 6 条第7 一般 ・特別 ・　 住宅災害及び　 介護構造部分　 指定期間中の

住宅 ・教育 ・ ・災害貸付けに　 の額に係る貸　 項に規定する 住宅 ・教育 ・　 災害貸付けに　 の額に係る貸　 激甚災害によ
財政融資　　 医療 ・結婚及　 係る貸付金の　 付金の利率　　 元金猶予期間 財政融資　　 医療 ・結婚及　 係る貸付金の　 付金の利率　　 旦住宅災害貸
資金利率　 び葬祭貸付け　 利率　　　　　　　　　 史旦住宅災害 資金利率　　 び葬祭貸付け．利率　　　　　　　　　　　　 付けに係る貸

に係る貸付金　　　　　　　　　　　　　　 貸付けに係る に係る貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　 付金の利率

の利率　　　　　　　　　　　　　　　　　 貸付金の利率 の利率

…；二…≡三三誓え 月0・3133％　 紬 2608％　 月0・2916％　 月0・1775％ ……二…≡器芸買え 月0・3133％　 月0・2608％　 月0・2916％　 月0・1775％

≡…：……芸芸誓え　 月0・2716％　 的 2266％　 月0・2500％　 月0・1433％ ≡≡：；…三三買え　 月0・2716％　 月0・2266％　 月0・2500％　 月0・1433％

……：；；芸芸買え 月0・2300％　 月0・1916％　 月0・2083％　 月0・1433％ 芸…：；…≡芸買え 月0・2300％　 月0・1916％　 紬 2083％　 月0・1433％

年2．25％以下　　 月0．1883％　　 月0．1566％　　 月0．1666％　　 月0．1433％ 年2．25％以下　　 月0．1883％　　 月0．1566％　　 月0．1666％　　 月0．1433％

（注）住宅貸付 け及び住宅災害貸付けに係 る貸付金の利率は、当該貸付 （注）住宅貸付け及び住宅災害貸付けに係 る盛付金の利率は、当該貸付

金の額から介護構造部分の額を除いた額に係る利率 とす る。 金の額か ら介護構造部分の額 を除いた額に係る利率 とする。



公立学校共済組合貸付規程の一部改正に伴う事務取扱いについて

「公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日制定）」の一部改正（平成17年3月2

9日改正）に伴う事務処理については、次のとおり取り扱うものとする。また、本取扱いに記

載のない事項については、従前の取扱いによるものとする。

ヽ－′

1　元金の償還猶予の条件

以下の条件を満たした場合、住宅災害貸付けの元金の償還を3年を限度として猶予する

ことができる。

（1）■激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37年法律第150

号。以下「激甚災害法」という。）第2条第1項に規定する政令による激甚災害の指定

があること。

（2）理事長の指定する地域において、・（1）の災害により被災したこと。

（3）自己の用に供している住宅若しくは住宅の敷地が5分の1以上又はこれと同程度の損

害を受けていること。

2　理事長の指定する地域

理事長の指定する地域は、災害救助法（昭和22年法律第118号）第2条の規定に基

づき、同法が適用された市町村（特別区を含む。）の区域（地方自治法、（昭和22年法律

第67号）第252条の19第1項の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区

の区域とする。）又は市町村の区域内にある家屋で滅失したものの戸数が100戸以上若しく

は市町村の区域内にある家屋の戸数の1割以上である被害が発生した市町村の区域とする。

3　元金の償還猶予を受ける場合の認定例

A市で災害発生

当該災害は、激甚災害法第2条第1項に規定する政令で指定された激甚災害か？

A 市 において、災害救助法施行令第 1条第 1 項第 1 号～第 3 号のいずれかに該 当する被

害が発生 し、災害救助法が適用されたか ？

A市において、当該災害により被災したか？

住宅災害貸付けを借り受けた場合、元金の償還猶予を受けられる。

1



4　元金の償還猶予の申し出

当該貸付けに係る申込人からの「住宅災害貸付けに係る元金猶予申出書」（別紙1）に

より、元金償還猶予の処理をする。

5　元金猶予期間における利息の償還

（1）利息

貸付金の額に月利を乗じて得た額（1円未満の端数切捨て）とする。

※貸付金の額：ボーナス併用償還の場合は、毎月償還に係る元金とボーナス償

還に係る元金を合算した額。

月利：0．2125％。特例期間にあっては、貸付規程附則第4項に定める利率。

（2）償還

支部長は、利息の償還について、借受人である組合員の給与支給機関から、毎月の償

還期限直前の給与支給日に借受人の給与から控除して払込を受けるものとする。

ただし、給与の全部又は一部が支給されないため、利息を給与から控除できない場合

は、借受人が利息を払い込むものとする。

なお、当該元金猶予期間に係る猶予された償還金（元金）は、償還金不足金に計上し

ないものとする。

6・元金猶予期間中の育休等猶予の取扱い

（1）元金猶予期間中に育休等猶予の申し出があった場合は、利息の償還を猶予し、償還金

不足金に計上する。

＜例1＞

←　　　　 元金猶予期間 （0．2125射　　　　 → ←－最大 3 6 0 回 （0．2958％）－

元利金の償還

育休等猶予期間

・（不足金計上）

利息の償還 利息の償還

＼ぅ

＜例2＞

2



（2）育休等猶予者がこ住宅災害貸付けの元金猶予を申い茸した場合、利息の償還を猶予し、

償還金不足金に計上する。

＜例＞

一 一一育休等
猶予期間→ 】

←－ 元金猶予期間（0．2125射一一一→ ←－ 最 大 3 6 0 回 （0．29 58射

元 利 金 の償 還

．－、∴ 利 息 の償 還

＼→

ヽ■■＿．′

7　1回あたりの償還額

（1）元金猶予期間

上記5（1）の額。

（2）元金猶予期間終了後

貸付規程第16条第2項に規定する額。

※0．2958％（特例期間にあっては、貸付規程附則第4項に定める利率）の賦金率を使

用する。

8　貸付けの申込期限

元金の償還猶予の有無にかかわらず、激甚災害を理由とする住宅災奮貸付けの申込み期

限についは、激甚災害の期間終了後3年以内とする。

※通常の住宅災害貸付けは、り災後1年以内に資金を必要とする場合の貸付けを原則

とする。

9　諸様式の作成方法

住宅災害貸付の元金の償還猶予の申出があった場合、貸付規程、貸付事業事務処理基準

における様式については、以下のとおり取り扱うものとする。

（1）貸付規程で定める様式

様　 式　 名 作　　　　 成　　　　 方　　　　 法

貸 付 決 定 通 知 書 ・元金猶予 の有無 にか かわ らず、「6　償還回数」欄～丁 8 1貸 付利

（様式第 2 号 （1 ）） 率」欄 は、月利 0．2958％ （特例期 間において は該当利 率）の償還

一　の内容 を記入す る。

・元金猶予期間 にお ける利息 は、余白に 「月和 、開始年月、回数 、

月額」 を記入 する。

償　　　 還　　　 表 元金猶予期 間にお ける利息及 び元金猶予期間終了後 におけ る元

（様式第■2 卓 の 2 ） 金及び利息 を記載す る もの とす るが、 これ によ りがたい場合は、

当分の間、元 金猶予期 間 にお ける月利、開始 年月、回数 、月額 を

記載 した通知 文 と元金猶予期 間終 了後の償還表 を送付す る ことに

よ り、 これ にかえる ことがで きる。
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貸　　付　　原　　票

（様式第41号（1））

・元金猶予の有無にかかわらず、「償還開始年月」欄～「未償還回

数」欄及び「未償還元金」は、月利0，2958％（特例期間におい

ては該当利率）の償還の内容を記入する。

・元金猶予者の利息は、「当月償還」欄の「利息」欄及び「計」欄

に記入する。

・元金猶予者の場合は、「備考」欄に「元金猶予」と記入する。

（2）事務処理基準で定める様式

様　 式　 名 作　　　　 成　　　　 方　　　　 法

移 管貸付 金通知書 ・移管すべき貸付けが元金の償還猶予中である場合は、余白に 「元

（様式第 4 号） 金猶予中」 と記入する。

・移管すべき貸付けが元金の償還猶予中である場合は、「6 添付書類」

として 「住宅災害貸付けに係る元金猶予申出書」を添付する。

10　貸付状況報告書について

支部長は、毎月の住宅災害貸付けの元金償還猶予の発生状況等を、「貸付状況等報告書」

（別紙2　様式東10号の2）により翌月20日まで（本部必着）に本部保健部長あて報

告するものとする。

11賦金率表について

「公立学校共済組合貸付規程及び阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金

の利率等の特例に関する規程の一部改正並びに当該改正に伴う事務取扱いについて」（平

成7年8月29日付け公本福第210の32号）の別紙3「高額医療貸付け以外の貸付け

等に係る貸付利率の特例に伴う事務取扱いについて」の「8　特例利率に係る賦金率表」

の別添資料における（注1）中、「D…激甚災害による指定期間中の住宅災害貸付け　特

例住宅災害貸付けの元金猶予後の償還期間」を「D…特例住宅災害貸付けの元金猶予後の

償還期間」に改めるものとする。

また、賦金率表（平成7年10月・平成11年4月追加）の一部を以下のとおり修正し

て使用すること。

（1）平成7年10月賦金率表

①　「1「公立学校共済組合貸付規程」における本則利率」の表の「激甚災害による住

宅災害貸付け（指定期間）」の項を削る。

②　「3　貸付金の特例利率（平成7年10月1日実施）」の表の「激甚災害による住

宅災害貸付け・特例住宅災害貸付け・特例の既住宅災害貸付け（注1）」を「特例住

宅災害貸付け・特例の既住宅災害貸付け（注1）」に改め、「（注1）激甚災害による

住宅災害貸付けは、指定期間に限る。」を削り、「（注2）」を「（注1）」に、「（注3）」

を「注2」に改める。

（2）平成11年4月追加賦金率表

「貸付金の特例利率（平成11年4月1日実施）」の表の「激甚災害による住宅災害

貸付け・特例住宅災害貸付け・特例の既住宅災害貸付け（注1）」を「特例住宅災害貸

付け・特例の既住宅災害貸付け（注1）」に改め、「（注1）激甚災害による住宅災害貸

付けは、指定期間に限る。」を削り、「（注2）」を「（注1）」に改める。
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12　遡及適用について

平成16年11月22日以後に住宅災害貸付けを借り受けた者が、当該借り受けた日後

に改正後の規程第16条第7項に規定する住宅災害貸付けに該当した場合は、改正後の規

程第16条第7項の規定により貸し付けた住宅災害貸付けとみなして、改正後の規程第1

6条の規定を適用する。

＜参考＞

「公立学校共済組合貸付規程の一部改正等について」（平成16年11月22日付け

公本保第290の33号）により、以下のとおり事務取扱いを改正している。

平成 1 6 年 1 1 月 2 2 日以降の貸付けについては、次のとお り取 り扱うものとする。

1 住宅災害貸付けについて、貸付 日後に貸付規程附則第 4 項に規定する 「激甚災害

による住宅災害貸付け」の要件に該 当した場合、貸付日に遡って貸付規程附則第 4

項か ら第 7 項までの規定を適用することができるものとする。

2　 （略）

13　システム修正

必要に応じてシステム修正を行なうこと。なお、新貸付事業管理システム（WEB版）

については、対応予定である。

5
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別紙1

住宅災害貸付けに係る元金猶予申出書

公立学校共済組合貸付規程第16条第7項の規定に基づいて、住宅災害貸付けの

元金の償還猶予を希望しますので、下記のとおり申し出ます。

記

元金猶予期間　平成　　年　　月から平成　　年　　月まで

（償還開始月から3年の範囲内で希望する期間）

※月利0．2125％（特例期間においては該当利率）

公立学校共済組合　　支部長殿

平成一　　年　　月　　日

所属所名 TEL

ヽ－

、ゝ＿ 現住所 TEL

職　　名

氏　　名
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様式第10号の2

公立学校共済組合本部保健部長殿

別紙2

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

公立学校共済組合　　支部長団

月分の貸付状況等報告書
（特例規程による貸付分等）

新規貸付状況、貸付金残高状況及び各償還状況を、下記のとおり報告します。

記

卜　特例規程による貸付分

1．新規貸付状況及び貸付金残高状況
　　　　　 区 分

種 別
当　 月　 貸　 付　 け

件　 数 金　　　　 額

特例
住 宅 災 害 貸 付 け

毎　 月　 分 一ヽ
ボーナ ス分 （　　　 ）
小　 計 －

特例の
既 住 宅 貸 付 け

毎　 月　 分 －
ボーナ ス分 （　 －　 ）
小　 計 －

特例 の
既 住 宅 災 害 貸 付 け

－
ボーナス分 （　 －　 ）
小　 計 －

合　　　　　 計

2．当月償還状況
　　　　　 区 分
種 別

定　　 期　　 償　　 還
件　 数 金　　　　 額

特　 例　 住　 宅　 災　 害　 貸　 付　 け
特　 例　 の　既　 住　 宅■貸　付　 け
特 例 の 既．住 宅 災 害 貸 付 け

合　　　　　 計

　　　　　 区 分
種 別

全　 額　 繰　 上　 償　 還
件　 数 金　　　　 額

特　 例　 住　 宅　 災　 害　貸　 付　 け
特　 例　 の　 既　住　 宅　貸　 付　 け
特 例 の 既 住 宅 災 害 貸 付 け

合　　　　　 計

3．特例の猶予適用者　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件，円）

件　 数 金　　　　 額

特例
住 宅 災 害 貸 付 け

当月発生分
当月減 少分
当月末 残高

特例の
既 住 宅 貸 付 け

当月発 生分
当月減 少分
当月末残高

特例 の
既 住 宅 災 害 貸 付 け

当月発生分
当月減少分
当月末残高

（注）1．様式第10号の注1～4，7に同じ。

2．「3．特例の猶予適用者」の「当月減少分」の「金額」は、
前月末における貸付金残高を記入する。

Il　住宅災害貸付けの元金猶予者　（単位：件，円）
l 件　 数 金　　　　 額
当月発生分 t
当月減少分 l

1 当月末残高

（単位：件，円）
当　 月　 末　 残　 高

件　 数 金　　　　 額

（　　　 ）

－

（　　　 ）

－

（　　　 ）

－

（単位：件，円）

一　 部　 繰　 上　 償　 還
件　 数 金　　　　 額

即　　 時　　 僕　　 達
件　 数 金　　　　 額

4．償還金不足金状況（単位：件，円）
件　 数 金　　　　 額

当月発生分
当月減少分
当月末残高

（注）「当月減少分」の「金額」は、前月末における貸付金残高を記入する。
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作成者


